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 平成14年12月５日 
 
 
株 主 各 位 
 

東京都品川区東品川四丁目10番27号 

 

代表取締役会長 久 保 允 誉 

 

第１回定時株主総会招集ご通知 
 

拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。 

 さて、当社第１回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご
出席くださいますようご通知申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使すること
ができますので、お手数ながら後記の参考書類をご検討くださいまして、
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、ご返送
くださいますようお願い申しあげます。 

敬 具 

記 

1. 日   時 平成14年12月20日（金曜日）午前10時 
2. 場   所 東京都大田区平和島六丁目１番１号 
 東京流通センター アネックスアールンホール 
 (末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください｡） 
3. 会議の目的事項 
  報 告 事 項 第１期（平成14年３月29日から平成14年９月30日まで） 
  営業報告書、貸借対照表および損益計算書報告の件 
  決 議 事 項 

   第１号議案 第１期利益処分案承認の件 

   第２号議案 定款一部変更の件 

 議案の要領は、後記の「議決権の行使についての参考書類」
(19頁から20頁まで）に記載のとおりであります。 

   第３号議案 取締役10名選任の件 
   第４号議案 監査役４名選任の件 

以 上 

22222222222222222222222222222222222222

 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く

ださいますようお願い申しあげます。 
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添 付 書 類 

営 業 報 告 書 
(平成14年３月29日から平成14年９月30日まで) 

 

1. 営業の概況 
[1] 当社グループ（以下、エディオングループといいます）の概況 

 1 エディオングループの営業の経過および成果等 

   当期の我が国経済は、輸出の増加や生産の回復などにより一部で底入れの兆

しが見られたものの、民間設備投資は減少し株式市場の低迷や雇用環境の悪化

などにより個人消費が低迷を続けるなど、依然として厳しい状況で推移いたし

ました。 

   当家電小売業界におきましても、液晶テレビ、プラズマテレビ、デジタルカ

メラやDVDソフト・ハードをはじめとしたデジタル関連商品市場の拡大があ

り、さらに夏場の猛暑もあいまって売上への寄与があったものの、前年より続

いているパソコン等情報商品需要の落ち込みが続いたのをはじめ、継続的な商

品単価の下落により低調に推移いたしました。一方で大型競合店の出店により、

業界内のシェアー獲得競争および価格競争も厳しさを増してまいりました。 

   こうしたなかで、エディオングループは「お客様第一主義｣「地域密着型の

事業展開」を目指し、デジタル・ネットワーク関連商品およびお客様の声を形

にしたオリジナル商品等の充実による商品力、修理・メンテナンス等の強化に

よるサービス力、プロバイダー事業・パソコン教室等の拡充による総合的な顧

客満足度のレベルアップに努めた「サービス型小売業」として他社との明確な

差別化戦略を推進してまいりました。 

   営業店舗につきましては、家電直営店で３店舗を新設し、２店舗を移転、３

店舗を増床いたしましたが、９店舗を閉鎖（S＆B ７店舗含む）いたしまし

た。また、その他の直営店につきましては、４店舗を新設し、１店舗を移転、

３店舗を閉鎖いたしました。その結果、期末の直営店舗数は286店舗となり、

直営売場面積は410,868㎡となりました。フランチャイズ店舗につきましては、

26店舗を新設いたしましたが12店舗を閉鎖いたしましたので、期末フランチャ

イズ店舗数は466店舗となりました。 

   エディオングループにおける期末総店舗数は、752店舗となっております。 

   以上の結果、エディオングループとしまして売上高は2,227億84百万円、営

業利益は25億33百万円、経常利益は44億45百万円となり、当期純利益は12億14

百万円となりました。 
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 2 エディオングループの商品別連結売上高 
 

第１期 
平成14年３月29日から
平成14年９月30日まで 区    分 

売 上 高 構 成 比 

前期比増減率 

 百万円 ％ ％ 

映 像 商 品 35,812 16.1 ― 

音 響 商 品 9,345 4.2 ― 

冷 暖 房 商 品 19,242 8.6 ― 

家 庭 電 化 商 品 41,044 18.4 ― 

情 報 通 信 商 品 75,078 33.7 ― 

そ の 他 42,260 19.0 ― 

計 222,784 100.0 ― 
 
 (注) 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
    2. 当社は当年度の設立であるため、前期比増減率についての計数はございません。 

    3. 第１期は設立初年度となるため、平成14年３月29日から平成14年９月30日までの
６ヶ月と３日の決算期間となっております。 

 

 3 エディオングループの地区別連結売上高 
 

デオデオグループ エイデングループ 合    計 
区   分 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

中 国 地 方 84,025 68.3 ― ― 84,025 37.7 

中 部 地 方 803 0.7 94,298 94.6 95,102 42.7 

四 国 地 方 9,770 7.9 ― ― 9,770 4.4 

九 州 地 方 21,173 17.2 ― ― 21,173 9.5 

関 東 地 方 7,320 5.9 4,923 4.9 12,244 5.5 

近 畿 地 方 ― ― 467 0.5 467 0.2 

計 123,093 100.0 99,690 100.0 222,784 100.0 
 
 (注) 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

    2. 第１期は設立初年度となるため、平成14年３月29日から平成14年９月30日までの
６ヶ月と３日の決算期間となっております。 
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 4 エディオングループの設備投資の状況 

   当期において実施した設備投資額は、111億57百万円であり、その主なもの

は当期中に完成した次の店舗となっております。 
 

区    分 設 備 名 所 在 地 開 店 日
増加売場 
面  積 

(デオデオグループ)    ㎡ 

移 転 デオデオ安芸府中店 広島県安芸郡府中町 H14.07.20 1,187 

増 床 デオデオ庄原店 広島県庄原市 H14.06.21 267 

増 床 デオデオ長府店 山口県下関市 H14.09.01 853 

(エイデングループ)    ㎡ 

新 設 エイデン豊橋店 愛知県豊橋市 H14.04.19 3,187 

新 設 エイデン大曽根店 名古屋市東区 H14.04.26 3,948 

新 設 エイデン浜松半田店 静岡県浜松市 H14.05.06 2,780 

移 転 エイデン小牧インター店 愛知県小牧市 H14.05.17 2,978 

増 床 エイデン可児店 岐阜県可児市 H14.08.31 755 
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 5 エディオングループの営業店の配置状況 
 

当期末現在の店舗数 当期中の店舗増減数 
会 社 名 主な業務内容

直営店 FC店 計 直営店 FC店 計 

㈱デ オ デ オ
家 庭 電 化
商品等の販売

106 464 570 △ 8 15 7 

㈱エ イ デ ン
家 庭 電 化
商品等の販売

82 2 84 2 △ 1 1 

㈱バ ッ ク ス
家 庭 電 化
商品等の販売

13 ― 13 ― ― ― 

㈱コ ン プ マ ー ト
情報商品等
の 販 売

12 ― 12 ― ― ― 

家 電 店 舗 小 計 213 466 679 △ 6 14 8 

㈱ホ ー ム エ キ ス ポ
ホームセンター
商品等の販売

10 ― 10 ― ― ― 

㈱エイデンサービス
家 庭 電 化
商品等の修理

14 ― 14 2 ― 2 

㈱ディスクステーション
CD・DVDソフト等
の販売・レンタル

10 ― 10 △ 1 ― △ 1 

㈱エ イ デ ン
コミュニケーションズ

携帯電話等
の 販 売

39 ― 39 ― ― ― 

そ の 他 店 舗 小 計 73 ― 73 1 ― 1 

合      計 286 466 752 △ 5 14 9 
 
 

[2] エディオングループの今後の見通しと対処すべき課題 

  次期の見通しにつきましては、経済のデフレ化と公共投資の落ち込み、業界再

編成による先行き不透明要素や雇用環境の悪化により個人消費の低迷は長期化す

るものと予測されます。また、家電小売業界におきましても競争激化により更な

る再編が続き、事業環境は激変するものと予測されます。 

  こうしたなかで、エディオングループといたしましては、｢サービス型小売業｣

としての地位をより確固たるものとするために、基本経営理念の「お客様第一主

義」をさらに徹底してまいります。引き続き商品知識向上のための人材育成によ

る接客力・販売力の強化、お客様の声を形にしたオリジナル商品の積極開発によ

る商品力の強化に取り組むとともに、物流改革による経営資源の有効活用、店舗

の統廃合および経費の削減等、業務全般を含めた経営の合理化に努め、皆様に安

心と満足を提供できる企業となるよう、エディオングループ全社を挙げて推進し

てゆく所存であります。 
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[3] 当社の営業の概況 

 1 当社の営業の経過および成果 

   当社は、家庭電化商品等の販売およびそれに付帯する修理・配送等の業務を

営む会社の株式を所有することにより、当該会社を支配・管理することを目的

とする持株会社であります。 

   また、この事業目的を遂行するために当社は、㈱デオデオならびに㈱エイデ

ンとの間で経営指導委託契約を締結しております。 

  ① 株式保有および議決権行使などの状況 

    当社は、エディオングループ各社がグループとしての方向性に沿った事業

展開・施策を適切に遂行していることを判断基準として株主権を行使してお

り、平成14年６月に行われた㈱デオデオ、㈱エイデンそれぞれの定時株主総

会における議決権行使に際して、それぞれの事業展開、財務状況、内部留保

の状況などが適切であると判断したことから、両社から提案のあった利益処

分案の承認の件、定款変更の件などにつき、賛成の議決権を行使いたしまし

た。 

    その結果、受取配当金として14億66百万円を計上しております。 

  ② グループ会社に対する経営指導などの状況 

    当社は、グループ基本経営理念として掲げる「お客様第一主義｣「地域密

着型の事業展開｣「時代を先取りし続ける創造型企業」の実現のために、エ

ディオングループ各社に対し指導を行ってまいりました。 

    具体的には、株式移転による持株会社設立初年度から３ヵ年で、エディオ

ングループ各社がそれぞれの地域において最高の顧客満足度を提供し、家電

小売業界における確固たる地位を実現するために､「エディオングループ中

期計画（平成14年度から平成16年度)」を策定し、その進捗状況の監督・指

導を行っております。 

    上記に掲げる基本経営理念に基づき、ノウハウの共有・融合による販売・

サービス体制の強化、仕入機能の統合によるスケールメリットの創出、シス

テム統合・本部機能統合を通じた重複分野の徹底した合理化を実現するため

に、各種統合委員会を立ち上げ効果的な事業統合を推進するとともにその運

営を行ってまいりました。 

    また、平成14年９月に、上新電機㈱、㈱ミドリ電化、㈱サンキュー、㈱デ

ンコードーとともに、商品の企画・開発・仕入の各業務およびそれらに付帯

する業務の提携について基本合意をするとともに、商品力の強化のためにお

客様の声を形にするオリジナル商品の開発を推進し、当初予想を上回るアイ

テム数の開発を実現いたしました。 

    さらに、急激な変化の続く市場に的確に対応し経営の効率化を期するため

に、情報商品専門店である㈱コンプマート、家庭電化商品等の修理を業とす

る㈱エイデンサービスを、それぞれ㈱エイデンおよび㈱コムネットに平成14

年10月１日付で吸収合併いたしました。 
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    これらの経営指導対価として当社は、㈱デオデオおよび㈱エイデンからあ

わせて３億円を得ております。 

    以上の結果、当社の営業収益は17億66百万円、営業利益は14億７百万円、

経常利益は13億88百万円となり、当期利益は13億87百万円となりました。 

 

 2 当社の対処すべき課題 

   ｢お客様第一主義」という基本経営理念の徹底とともに企業価値の最大化に

向けて、当社ではグループ戦略の企画・立案、グループ内の統合効果実現の推

進、リスク管理およびコンプライアンス体制の強化等、適切な経営管理をさら

に推進してまいります。 

   株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご理解とご協力を賜りますよ

うお願い申しあげます。 

 

 3 当社の営業成績および財産状況の推移 
 

期 別 
 

区 分 

第１期 
平成14年３月29日から
平成14年９月30日まで 

営 業 収 益(百万円) 1,766 

 子 会 社 受 取 配 当 金(百万円) 1,466 

 営 業 利 益(百万円) 1,407 

 経 常 利 益(百万円) 1,388 

 当 期 利 益(百万円) 1,387 

 １ 株 当 た り の 当 期 利 益 (円) 17.73 

 総 資 産(百万円) 96,153 

 子 会 社 株 式(百万円) 95,335 

純 資 産(百万円) 96,030 

 １ 株 当 た り の 純 資 産 (円) 1,226.89 
 
 (注) 1． 百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

    2. 当社は当年度の設立であるため、前年度以前についての計数はございません。 
    3． 第１期は設立初年度となるため、平成14年３月29日から平成14年９月30日までの

６ヶ月と３日の決算期間となっております。 

    4． １株当たりの当期利益は期中平均発行済株式数、１株当たりの純資産は期末発行
済株式数に基づき算出しております。なお、期中平均発行済株式数および期末発
行済株式数は、いずれも自己株式を除いて算出しております。 

 

 4 当社の資金調達の状況 

   当期において公募増資または社債発行による資金調達は行っておりません。 
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2. 当社の概況（平成14年９月30日現在） 

 1 主要な事業内容 

   当社は、㈱デオデオと㈱エイデンの２社による株式移転により、平成14年３

月29日に設立した持株会社であります。 

   目的としましては、家庭電化商品等の販売、配送、設置、修理等の事業を行

うグループ会社の事業活動を支配・管理することとなっております。 

   エディオングループとしまして、中国・四国・九州地方を基盤とする㈱デオ

デオと中部地方を基盤とする㈱エイデンを核にして、子会社14社、関連会社５

社で構成されております。 

   エディオングループの取扱商品を大別すると、次のとおりであります。 
 
品   種 主   要   商   品   名 

映 像 商 品
テレビ・プラズマテレビ・ビデオおよびビデオカメラ・DVDプレイヤー
等 

音 響 商 品
コンポーネントステレオ・ミニコンポ・ポータブルMD・ポータブルテレ
コ・ラジオ等 

冷 暖 房 商 品 エアコン・ストーブ・ファンヒーター・電子カーペット・家具調コタツ等 

家庭電化商品
冷蔵庫・レンジ・調理用品・洗濯機・クリーナー・理美容用品・住宅設備
機器・照明器具等 

情報通信商品
パソコン・パソコン周辺機器およびパソコンソフト・携帯電話・ファック
ス・電子手帳・電卓等 

そ の 他
コンパクトディスク・DVDソフト・電子楽器・電池電球・電子部品・ホ
ームセンター商品等の販売と、家庭電化商品等の配送・設置・修理・工事
等のサービス 

 
 

 2 株式の状況 

  ① 会社が発行する株式の総数 300,000,000株 

 

  ② 発行済株式総数、資本金および株主数 
 

区    分 発行済株式総数 資 本 金 株 主 数 

前 期 末 現 在 ―
株 

―
百万円

―
人 

当 期 末 現 在 78,278,839  4,000 20,722  

 
 (注) 1. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
    2. 当社は当年度の設立であるため、前期末についての計数はございません。 
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  ③ 上場取引所 

東 京 証 券 取 引 所 市場第一部 

大 阪 証 券 取 引 所 市場第一部 

名古屋証券取引所 市場第一部 

 

  ④ 大株主の状況 
 

当社への出資状況 当社の大株主への出資状況 
株 主 名 

持 株 数 持 株 比 率 持 株 数 持 株 比 率 

株式会社ダイイチ 5,315
千株

6.79
％

―
千株

―
％ 

株式会社ユーエフジェイ銀行 3,102 3.96 ― ―  

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社（信託口)

2,437 3.11 ― ―  

久 保 允 誉 2,432 3.10 ― ―  

株式会社広島銀行 2,421 3.09 ― ―  

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社(信託口)

2,192 2.80 ― ―  

松下電器産業株式会社 1,407 1.79 ― ―  

株式会社ショーエイ 1,372 1.75 ― ―  

岡 嶋 昇 一 1,347 1.72 ― ―  

第一生命保険相互会社 1,296 1.65 ― ―  
 
 (注) 1. 株数は千株未満を切り捨てて表示しております。 
    2. 上記持株数のうち、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の2,437千株と

日本マスタートラスト信託銀行株式会社の2,192千株は、すべて信託業務に係る
ものであります。 

 

 3 従業員の状況 
 

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

22名 ― 39.4歳 14.9年 
 
 (注) 1. 従業員数は出向社員18名を含んでおり、平均勤続年数はグループ会社での勤続年

数を通算しております。 
    2. 当社は当年度の設立であるため、前期末比増減についての計数はございません。 
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 4 事務所の状況 
 
事務所名 所       在       地 

本   店 東京都品川区東品川四丁目10番27号 住友不動産品川ビル12階 

 
 

 5 企業結合の状況 

  ① 重要な子会社の状況 
 

会  社  名 所 在 地 設立年月 資 本 金
当  社
出資比率

主な業務内容 
当社への 
配 当 額 

㈱デ オ デ オ
広 島 市
中 区

昭和22年
５月 

百万円

19,294
％

100.0
家庭電化商品等の
販売 

百万円 

961 

㈱エ イ デ ン
名古屋市
中 村 区

昭和30年
４月 

12,694 100.0
家庭電化商品等の
販売 

505 

㈱デオデオテクノネット
広 島 市
安佐南区

昭和56年
９月 

7,500 (100.0)
家庭電化商品等の
修理および配送設
置・工事 

― 

㈱コンプマート
神奈川県
藤 沢 市

平成８年
４月 

450 (100.0)
パソコン・OA関
連商品等の販売 

― 

㈱ホームエキスポ
名古屋市
千 種 区

平成13年
１月 

450 (100.0)
ホームセンター商
品等の販売 

― 

㈱ディスクステーション
名古屋市
千 種 区

平成３年
５月 

415 (100.0)
ビデオソフトレンタ
ルおよびCD･DVD
ソフト等の販売 

― 

㈱デオデオ商事
広 島 市
南 区

平成８年
10月 

300 (100.0)
家庭電化商品等の
販売 

― 

㈱エ イ デ ン
コミュニケーションズ

名古屋市
千 種 区

平成12年
５月 

300 (100.0) 携帯電話等の販売 ― 

㈱コ ム ネ ッ ト
愛 知 県
春日井市

昭和58年
２月 

262 (100.0)
家庭電化商品等の 
配送・荷役 

― 

㈱バ ッ ク ス
三 重 県
伊 勢 市

平成12年
10月 

200 (100.0)
家庭電化商品等の
販売 

― 

㈱エイデンサービス
愛 知 県
春日井市

平成８年
９月 

100 (100.0)
家庭電化商品等の
修理 

― 

㈱ハ ド ッ ク
名古屋市
千 種 区

平成８年
４月 

50 (100.0)
広告代理店および 
企画業務 

― 

㈱エ ヌ ワ ー ク
名古屋市
千 種 区

昭和48年
12月 

30 (100.0)
電算システムの運
営・開発 

― 

エム・イー・ティー
特 定 目 的 会 社

東 京 都
千代田区

平成13年
５月 

2,900 (65.5)
資産流動化計画に
基づく特定資産の
管理 

― 

 
 (注) 1． 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
    2． 当社出資比率欄は、小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。 

    3． 当社出資比率欄の（ ）は、子会社による間接所有割合を表示しております。 
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  ② 企業結合の経過 
   1. ㈱エイデン（当社の子会社）は、平成14年４月にエム・イー・ティー特

定目的会社の持分65.5％を出資し、エム・イー・ティー特定目的会社は同
社の子会社となっております。 

   2. ㈱エイデンは、平成14年７月に55.0％出資会社であった㈱コンプマート
の少数持分45.0％を取得し、㈱コンプマートは同社の100％子会社となっ
ております。 

   3. ㈱エイデンは、平成14年７月に78.6％出資会社であった㈱コムネットの
少数持分21.4％を取得し、㈱コムネットは同社の100％子会社になってお
ります。 

   4. ㈱コンプマートは、情報商品の販売体制の更なる強化と業務の効率化を
期するため、平成14年10月１日付で㈱エイデンに吸収合併され清算してお
ります。 

   5. ㈱エイデンサービスは、エイデングループのサービス体制の強化と業務
の効率化を期するため、平成14年10月１日付で㈱コムネットに吸収合併さ
れ清算しております。 

 
  ③ 企業結合の成果 
 

期 別 
 

区 分 

第１期 
平成14年３月29日から
平成14年９月30日まで 

連 結 売 上 高(百万円) 222,784 

連 結 経 常 利 益(百万円) 4,445 

連 結 当 期 純 利 益(百万円) 1,214 

１ 株 当 た り 連 結 当 期 純 利 益 (円) 15.52 

連 結 総 資 産(百万円) 223,757 

連 結 純 資 産(百万円) 91,885 

 
 (注) 1. 百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
    2. 当社は当年度の設立であるため、前年度末についての計数はございません。 

 

 6 主要な借入先 

   該当事項はございません。 

 

 7 自己株式の取得、処分等および保有 

  ① 取得株式 

    単元未満株式の買取による取得 

     普 通 株 式 7,673株  
     取得価額の総額 3,852千円 
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  ② 処分または失効した株式 

     該当事項はございません。 

 

  ③ 決算期末における保有株式 

     普 通 株 式 7,673株  

 

 8 取締役および監査役 
 

役   名 氏   名 担当または主要な職業 

代表取締役会長 久 保 允 誉 ㈱デオデオ代表取締役社長 

代表取締役社長 岡 嶋 昇 一 ㈱エイデン代表取締役社長 

取 締 役 友 則 和 寿 ㈱デオデオ取締役副社長 

取 締 役 武 藤 康 明 ㈱エイデン代表取締役副社長 

取 締 役 石 田 勝 治 ㈱デオデオ常務取締役 

取 締 役 藤 川  誠 ㈱エイデン常務取締役 

取 締 役 本 谷 祐 一 経営企画部長 

取 締 役 本 郷 正 己 総務部長 

常 勤 監 査 役 細 田 浩 司  

監 査 役 森 下 誠 久 ㈱デオデオ常勤監査役 

監 査 役 鈴 沖 義 康 ㈱エイデン常勤監査役 

監 査 役 異 相 武 憲 弁護士 

 
 (注) 監査役のうち、細田浩司、異相武憲の両氏は､「株式会社の監査等に関する商法の特

例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。 

 

 9 決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事項 

   該当事項はございません。 
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株式会社 エディオン 貸借対照表 

(平成14年９月30日現在) 

 
(単位：百万円) 

(資 産 の 部) (負 債 の 部) 

科     目 金   額 科     目 金   額 

 
流 動 負 債 

未 払 金

未 払 法 人 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

そ の 他

 
123 

101 

0 

1 

15 

5 

負 債 合 計 123 

(資 本 の 部) 

 

資 本 金 

資本剰余金 

資 本 準 備 金

利益剰余金 

当 期 未 処 分 利 益

(当 期 利 益)

自 己 株 式 

 

4,000 

90,646 

90,646 

1,387 

1,387 

(1,387) 

△ 3 

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 附 属 設 備

器 具 備 品

無形固定資産 

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 等 

子 会 社 株 式

敷 金

繰 延 資 産 

創 立 費

 
587

285

298

3

95,490

42

15

27

87

47

40

0

95,360

95,335

25

75

75
資 本 合 計 96,030 

資 産 合 計 96,153 負債・資本合計 96,153 
 
 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株式会社 エディオン 損益計算書 

(平成14年３月29日から平成14年９月30日まで) 

 
(単位：百万円) 

科         目 金         額 

【経 常 損 益 の 部】   

(営 業 損 益 の 部)   

営 業 収 益   

子 会 社 経 営 指 導 料 300  

子 会 社 受 取 配 当 金 1,466 1,766 

営 業 費 用   

一 般 管 理 費 359 359 

営 業 利 益  1,407 

(営 業 外 損 益 の 部)   

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 0 0 

営 業 外 費 用   

創 立 費 償 却 18 18 

経 常 利 益  1,388 

税 引 前 当 期 利 益  1,388 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  0 

当 期 利 益  1,387 

当 期 未 処 分 利 益  1,387 
    

 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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1. 重要な会計方針 

 1 有価証券の評価基準および評価方法 

 子 会 社 株 式   移動平均法による原価法によっております｡ 

 2 固定資産の減価償却方法 

有形固定資産 定率法によっております。 

無形固定資産 定額法によっております。 

ただし、自社利用ソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年間）に基づく定額法によ

っております。 

 3 繰延資産の処理方法 

創 立 費
 

商法の規定により、５事業年度にわたり毎期均等額

を償却しております。 

 4 引当金の計上基準 

賞 与 引 当 金
 

従業員賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額

のうち当期の負担額を計上しております。 

 5 消費税等の会計処理  消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っております。 

 

2. その他の注記 

 （貸借対照表関係) 

 有形固定資産の減価償却累計額 10百万円 

 子会社に対する短期金銭債務 20百万円 

 １株当たりの当期利益 17円73銭 

   (期中平均の発行済株式数に基づいて算出しております｡） 

 

 （損益計算書関係） 

 子会社との営業取引 

 営 業 費 用 17百万円 
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株式会社 エディオン 利益処分案 
 

(単位：円) 

科         目 金         額 

当 期 未 処 分 利 益 1,387,738,881 

これを下記のとおり処分いたします。  

株 主 配 当 金 
(１ 株 に つ き  10円） 

782,711,660 

  

次 期 繰 越 利 益 605,027,221 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 
 

監 査 報 告 書 
 

平成14年11月15日 

株式会社エディオン 
 代表取締役会長 久 保 允 誉 殿 

 
  中 央 青 山 監 査 法 人 

 
代表社員
関与社員 公認会計士 佐 藤 元 宏 ◯印 

 
代表社員
関与社員 公認会計士 大田原 吉 隆 ◯印 

 
関与社員 公認会計士 薬 袋 政 彦 ◯印 

 
  監査法人 ト ー マ ツ 

 
代表社員
関与社員 公認会計士 加 藤 明 司 ◯印 

 
代表社員
関与社員 公認会計士 松 井 夏 樹 ◯印 

 
関与社員 公認会計士 竹 下   潔 ◯印 

 
  私どもは､「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第２条の規定に
基づき、株式会社エディオンの平成14年３月29日から平成14年９月30日までの第１
期営業年度の貸借対照表、損益計算書、営業報告書（会計に関する部分に限る｡）及
び利益処分案並びに附属明細書（会計に関する部分に限る｡）について監査を行っ
た。なお、営業報告書及び附属明細書について監査の対象とした会計に関する部分
は、営業報告書及び附属明細書に記載されている事項のうち会計帳簿の記録に基づ
く記載部分である。 

  この監査に当たって、私どもは、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
し、通常実施すべき監査手続を実施した。なお、この監査手続は、私どもが必要と
認めて実施した子会社に対する監査手続を含んでいる。 

 
  監査の結果、私どもの意見は次のとおりである。 
 1 貸借対照表及び損益計算書は、法令及び定款に従い会社の財産及び損益の状況
を正しく示しているものと認める。 

 2 営業報告書（会計に関する部分に限る｡）は、法令及び定款に従い会社の状況を
正しく示しているものと認める。 

 3 利益処分案は、法令及び定款に適合しているものと認める。 
 4 附属明細書（会計に関する部分に限る｡）について、商法の規定により指摘す
べき事項はない。 

 
  会社と私ども両監査法人又はそれぞれの関与社員との間には、公認会計士法の規
定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 
 
 

監 査 報 告 書 

 
 当監査役会は、平成14年３月29日から平成14年９月30日までの第１期営業年度
における取締役の職務の執行に関して各監査役から監査の方法及び結果の報告を
受け、協議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 
1. 監査役の監査の方法の概要 
  各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会
その他重要な会議に出席するほか、取締役等から営業の報告を聴取し、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況の調査を行いました。
また必要に応じて、子会社から営業の報告を求め、子会社に赴き業務及び財産
の状況を調査し、子会社の監査役と相互に情報を伝達し意見を交換しました。
さらに、会計監査人から報告及び説明を受け、計算書類及び附属明細書につき
検討を加えました。 

 
2. 監査の結果 
 1 会計監査人である中央青山監査法人及び監査法人トーマツの監査の方法及

び結果は相当であると認めます。 
 2 営業報告書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの

と認めます。 
 3 利益処分に関する議案は、会社財産の状況その他の事情に照らし指摘すべ

き事項は認められません。 
 4 附属明細書は、記載すべき事項を正しく示しており、指摘すべき事項は認

められません。 
 5 取締役の職務執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重

大な事実は認められません。 
  なお、取締役の競業取引、取締役と会社間の利益相反取引、会社が行った

無償の利益供与、子会社又は株主との通例的でない取引並びに自己株式の取
得及び処分等に関しては、上記の監査の方法のほか、必要に応じて当該取引
の状況を調査するなどの方法によって監査しました結果、取締役の義務違反
は認められません。 

 6 子会社の調査の結果、取締役の職務執行に関し指摘すべき事項は認められ
ません。 

 
  平成14年11月20日 
 

株式会社 エディオン 監査役会 
  

常勤監査役 細 田 浩 司 ◯印 
 
監 査 役 森 下 誠 久 ◯印 
 
監 査 役 異 相 武 憲 ◯印 

 
 (注) １ 監査役細田浩司及び監査役異相武憲は､「株式会社の監査等に関する商法

の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外監査役であります。 
    ２ 監査役鈴沖義康は、11月20日の監査役会を病気のため欠席いたしました

ので、本監査報告書に署名押印しておりません。なお、同監査役からは事
前に監査報告を受けており、その監査の方法と結果は、上記の記載と同一
であります。 

以 上 

以 上 
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議決権の行使についての参考書類 

 
 

1. 総株主の議決権の数 779,944個 

 

2. 議案および参考事項 

  第１号議案 第１期利益処分案承認の件 

 議案の内容は、添付書類16頁に記載のとおりであります。 

   当期の株主配当金につきましては、安定的な配当を継続することを基本とし、

１株につき10円とさせていただきたいと存じます。 

 なお、役員賞与金につきましては、計上いたしておりません。 

 

  第２号議案 定款一部変更の件 

   1 変更の理由および議案の要領 

    ① 今後の事業展開に備え、会社の目的事項を一部追加するものでありま

す。 

    ② ｢商法等の一部を改正する法律」(平成13年法律第128号）が施行され

たことに伴い、電磁的方法による書類作成への対応と、議決権の代理行

使について所要の変更を行うものであります。 

    ③ ｢商法及び株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律の一部

を改正する法律」(平成13年法律第149号）が施行されたことに伴い、監

査役の任期の変更を行うものであります。 
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   2 変更の内容は次のとおりであります。 
(下線は変更部分) 

 
現     行 変  更  案 

第１章 総  則 第１章 総  則 
(目 的） 
第２条     (条文省略) 

(目 的） 
第２条    (現行どおり) 

 
(新  設) 

 
  ② 当会社は、前項の各号の業務および

これに付帯または関連する一切の業
務を営むことができる｡ 

  
第２章 株  式 第２章 株  式 

(基準日) 
第９条 当会社は、毎年３月31日の最終の株

主名簿等に記載された議決権を有す
る株主または実質株主（以下「株
主」という｡）をもって、その決算
期の定時株主総会において権利を行
使すべき株主とする。 

(基準日) 
第９条 当会社は、毎年３月31日の最終の株

主名簿等に記載または記録された議
決権を有する株主または実質株主
(以下「株主」という｡）をもって、
その決算期の定時株主総会において
権利を行使すべき株主とする。 

  
第３章 株主総会 第３章 株主総会 

(議決権の代理行使) 
第13条     (条文省略) 
 
  ② 代理人は、株主総会毎に代理権を証

する書面を当会社に提出しなければ
ならない。 

(議決権の代理行使) 
第13条    (現行どおり) 
 
  ② 株主または代理人は、株主総会毎に

代理権を証する書面を当会社に提出
しなければならない。 

  
第５章 監査役および監査役会 第５章 監査役および監査役会 

(任 期） 
第23条 監査役の任期は、就任後３年内の最

終の決算期に関する定時株主総会の
終結のときまでとする。 

(任 期） 
第23条 監査役の任期は、就任後４年内の最

終の決算期に関する定時株主総会の
終結のときまでとする。 

  
第６章 計 算 第６章 計 算 

(利益配当金） 
第29条 当会社の利益配当金は、毎年３月31

日の最終の株主名簿等に記載された
株主または登録質権者に支払う。 

(利益配当金） 
第29条 当会社の利益配当金は、毎年３月31

日の最終の株主名簿等に記載または
記録された株主または登録質権者に
支払う。 

(中間配当) 
第30条 当会社は、取締役会の決議により、

毎年９月30日の最終の株主名簿等に
記載された株主または登録質権者に
対し、中間配当を行うことができ
る。 

(中間配当) 
第30条 当会社は、取締役会の決議により、

毎年９月30日の最終の株主名簿等に
記載または記録された株主または登
録質権者に対し、中間配当を行うこ
とができる。 
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  第３号議案 取締役10名選任の件 

   取締役８名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期が満了となります。

つきましては、業務を円滑、迅速に処理し、経営陣の強化を図るため、新たに

取締役を２名増員し、取締役10名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

   取締役候補者は次のとおりであります。 
 
 

候補者 
番 号 

氏  名 
(生年月日) 

略歴および他の会社の代表状況 
所有する当社 
の株式の数 

１ 
久 保 允 誉

(昭和25年２月18日)

昭和53年４月 第一産業株式会社 

 (現 株式会社デオデオ）入社 
昭和56年６月 同社取締役 
昭和56年７月 同社常務取締役 

昭和62年６月 同社専務取締役 
平成３年６月 同社代表取締役副社長 
平成４年４月 同社代表取締役社長（現任） 

平成14年３月 当社代表取締役会長（現任） 
(他の会社の代表状況） 
株式会社ケーブルシティ22代表取締役社長 

株式会社デオデオ商事代表取締役社長 
株式会社ダイイチ代表取締役社長 
株式会社サンフレッチェ広島代表取締役社長 

株式会社ブロードバンドコム代表取締役社長 

2,432,843株 

２ 
岡 嶋 昇 一

(昭和25年11月22日)

昭和50年４月 株式会社栄電社 

 (現 株式会社エイデン）入社 
昭和56年３月 同社取締役 
昭和62年１月 同社常務取締役 

昭和63年５月 同社代表取締役専務取締役 
平成３年５月 同社代表取締役副社長 
平成５年６月 同社代表取締役社長（現任） 

平成14年３月 当社代表取締役社長（現任） 

1,347,633株 

３ 
友 則 和 寿

(昭和26年２月28日)

昭和57年10月 第一産業株式会社 

 (現 株式会社デオデオ）入社 
昭和63年３月 同社営業副本部長 
平成２年６月 同社取締役 

平成２年10月 同社常務取締役 
平成７年６月 同社取締役副社長（現任） 
平成14年３月 当社取締役（現任） 

(他の会社の代表状況) 
株式会社デオデオテクノネット代表取締役社長 

12,156株 
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候補者
番 号 

氏  名 
(生年月日) 

略歴および他の会社の代表状況 
所有する当社 
の株式の数 

４ 
武 藤 康 明

(昭和15年１月２日)

昭和60年６月 株式会社栄電社 
 (現 株式会社エイデン）入社 
昭和60年６月 同社取締役 
昭和63年５月 同社常務取締役 
平成９年６月 同社代表取締役専務取締役 
平成11年６月 同社代表取締役副社長（現任） 
平成14年３月 当社取締役（現任） 

19,186株 

５ 
石 田 勝 治
(昭和15年12月22日)

昭和45年５月 第一産業株式会社 
 (現 株式会社デオデオ）入社 
昭和59年５月 同社販売促進部長 
平成２年６月 同社取締役 
平成７年６月 同社常務取締役（現任） 
平成14年３月 当社取締役（現任） 

14,047株 

６ 
藤 川   誠
(昭和23年10月５日)

昭和42年３月 株式会社栄電社 
 (現 株式会社エイデン）入社 
平成７年６月 同社総務部長 
平成８年６月 同社取締役 
平成11年４月 同社常務取締役（現任） 
平成14年３月 当社取締役（現任） 

16,026株 

７ 
本 谷 祐 一

(昭和29年４月25日)

昭和53年４月 第一産業株式会社 
 (現 株式会社デオデオ）入社 
平成13年４月 同社社長室長 
平成13年６月 同社取締役（現任） 
平成14年３月 当社取締役（現任） 

4,430株 

８ 
本 郷 正 己
(昭和28年１月10日)

昭和63年８月 株式会社サカキヤ入社 
平成４年８月 同社取締役 
平成７年３月 株式会社エイデンサカキヤ 
 (現 株式会社エイデン）取締役 
平成11年４月 同社社長室長 
平成14年３月 当社取締役（現任） 
平成14年４月 株式会社エイデン執行役員（現任）

8,200株 

      

９ 
飛鳥井 博 文
(昭和24年11月10日)

昭和48年３月 第一産業株式会社 
 (現 株式会社デオデオ）入社 
平成５年４月 同社総合企画部長 
平成７年６月 同社取締役（現任） 
平成14年３月 当社商品企画部長（現任） 
平成14年４月 株式会社デオデオ商品事業部長 
 (現任） 

5,541株 

10 
桂 川 恒 巳

(昭和23年９月22日)

昭和42年３月 株式会社栄電社 
 (現 株式会社エイデン）入社 
平成元年４月 同社営業管理部長 
平成５年６月 同社取締役 
平成７年10月 同社情報システム部長（現任） 
平成14年４月 同社執行役員（現任） 

15,024株 
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  第４号議案 監査役４名選任の件 

   監査役４名全員は、本定時株主総会終結の時をもって任期が満了となります

ので、監査役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。 

   なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。 

   監査役候補者は次のとおりであります。 
 
 

候補者
番 号 

氏  名 
(生年月日) 

略歴および他の会社の代表状況 
所有する当社 
の株式の数 

１ 
細 田 浩 司

(昭和10年10月12日)

平成２年６月 札幌国税局長 

平成６年８月 税理士登録 
平成12年６月 株式会社デオデオ監査役（現任） 
平成14年３月 当社常勤監査役（現任） 

1,310株 

２ 
森 下 誠 久
(昭和11年11月20日)

昭和53年11月 第一産業株式会社 
 (現 株式会社デオデオ）入社 

昭和56年９月 同社総務部長 
平成２年６月 同社取締役 
平成７年６月 同社常務取締役 

平成12年６月 同社常勤監査役（現任） 
平成14年３月 当社監査役（現任） 

3,073株 

３ 
異 相 武 憲
(昭和25年７月30日)

昭和55年４月 弁護士登録 
昭和58年４月 異相法律事務所開設 
平成７年６月 株式会社エイデンサカキヤ 

 (現 株式会社エイデン）監査役 
 (現任） 
平成14年３月 当社監査役（現任） 

0株 

        

４ 
上 杉 秀 文
(昭和16年３月29日)

昭和35年３月 名古屋国税局大蔵事務官 
平成11年８月 税理士開業登録 

平成13年６月 株式会社エイデン監査役（現任） 

0株 

 
 (注) 細田浩司、異相武憲、上杉秀文の３氏は「株式会社の監査等に関する商法の特例に

関する法律」第18条第１項に定める社外監査役の要件を満たしております。 

 

以 上 
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(ご参考情報) 

株式会社エディオンの連結財務諸表 

連 結 貸 借 対 照 表 
（平成14年９月30日現在） 

(単位：百万円) 

当連結会計年度 
科       目 

金    額 百分比 

 ％ 
(資 産 の 部) 

Ⅰ 流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 
有 価 証 券 
た な 卸 資 産 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

15,432
13,538

407
47,104
1,206
5,341

     △ 122

 
 
 
 
 
 
 
 
 

流 動 資 産 合 計 82,908 37.1 
 

Ⅱ 固 定 資 産 
１ 有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 
器 具 及 び 備 品 
土 地 
建 設 仮 勘 定 
そ の 他 

41,670
4,993

52,417
255
21

 
 
 
 
 
 
 
 

有形固定資産合計 
２ 無 形 固 定 資 産 

無形固定資産合計 
３ 投 資 そ の 他 資 産 

投 資 有 価 証 券 
保 証 金 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

99,357

3,439

6,342
21,850
5,108
5,082

     △ 789

44.4 
 

1.5 
 
 
 
 
 
 

投資その他資産合計 37,595 16.8 

固 定 資 産 合 計 
 

Ⅲ 繰 延 資 産 
創 立 費 
開 業 費 

140,392

75
380

62.7 

繰 延 資 産 合 計 456 0.2 

資 産 合 計 223,757 100.0 
 
 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
（平成14年９月30日現在） 

(単位：百万円) 

当連結会計年度 
科       目 

金    額 百分比 

 ％ 
(負 債 の 部) 

Ⅰ 流 動 負 債 
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１年内返済長期借入金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
賞 与 引 当 金 
コマーシャルペーパー 
そ の 他 

31,738
34,180
7,068

943
725

2,987
3,000
6,553

 

流 動 負 債 合 計 
 

Ⅱ 固 定 負 債 
社 債 
長 期 借 入 金 
土地再評価に係る繰延税金負債 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
連 結 調 整 勘 定 
そ の 他 

87,196

6,500
22,384
2,844
6,494

490
427

4,459

39.0 

固 定 負 債 合 計 43,600 19.5 
負 債 合 計 130,797 58.5 

 
(少 数 株 主 持 分) 

  少 数 株 主 持 分 1,074

 
 

0.4 
(資 本 の 部) 

Ⅰ 資 本 金 
Ⅱ 資 本 剰 余 金 
Ⅲ 利 益 剰 余 金 
Ⅳ 土地再評価差額金 
Ⅴ その他有価証券評価額差額金 
Ⅵ 為替換算調整勘定 
Ⅶ 自 己 株 式 

4,000
60,736
46,770

     △ 19,503
11

     △ 124
     △ 3

 
1.8 
27.1 
20.9 

     △ 8.7 
0.0 

     △ 0.0 
     △ 0.0 

資 本 合 計 91,885 41.1 

負債・少数株主持分及び資本合計 223,757 100.0 
 
 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 
(平成14年３月29日から平成14年９月30日まで) 

(単位：百万円) 

当連結会計年度 期   別 
 
科   目 金   額 百分比 

 ％ 

Ⅰ 売 上 高 222,784 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 175,328 78.7 

売 上 総 利 益 47,455 21.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 44,921 44,921 20.2 

営 業 利 益 2,533 1.1 

Ⅳ 営 業 外 収 益  

受 取 利 息 及 び 配 当 金 126  

仕 入 割 引 2,174  

連結調整勘定当期償却額 84  

そ の 他 525 2,911 1.3 

Ⅴ 営 業 外 費 用  

支払利息及び社債利息 413  

コマーシャルペーパー利息 8  

持分法による投資損失 109  

そ の 他 469 1,000 0.4 

経 常 利 益 4,445 2.0 

Ⅵ 特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 12  

そ の 他 12 25 0.0 

Ⅶ 特 別 損 失  

固 定 資 産 売 却 損 18  

固 定 資 産 除 却 損 520  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 511  

特 別 退 職 金 305  

退職給付会計基準変更時差異償却 658  

そ の 他 445 2,460 1.1 

税金等調整前当期純利益 2,010 0.9 

法人税、住民税及び事業税 950  

法 人 税 等 調 整 額 △ 230 720 0.3 

少 数 株 主 利 益 74 0.0 

当 期 純 利 益 1,214 0.5 
 
 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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㈱デオデオ、㈱エイデンの財政状態および損益の状況 

 1 財政状態（㈱デオデオ単体） 

貸 借 対 照 表 
（平成14年９月30日現在） 

(単位：百万円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科     目 金   額 科     目 金   額 
 

流 動 負 債 
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内返済長期借入金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 払 費 用
前 受 金
預 り 金
前 受 収 益
賞 与 引 当 金
コマーシャルペーパー
そ の 他

固 定 負 債 
長 期 借 入 金
繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
長 期 未 払 金
預 り 保 証 金
預 り 敷 金

 
58,739 
3,897 

14,184 
26,000 
5,350 
2,764 

422 
637 
44 
652 
126 
149 

1,417 
3,000 

95 
25,614 
13,500 
2,703 
6,163 

362 
497 

1,355 
1,030 

負 債 合 計 84,353 

資 本 の 部 
 
資 本 金 
資本剰余金 

資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利益剰余金 
利 益 準 備 金
建物圧縮記帳積立金
別 途 積 立 金
期 間 未 処 分 利 益
(期 間 利 益)

土地再評価差額金 
その他有価証券評価額差額金 

 
19,294 
20,106 
20,023 

82 
31,524 
1,396 

176 
28,950 
1,001 

(  745) 
△ 14,534 
△ 9 

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
前 払 費 用
未 収 入 金
短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 
有形固定資産 
建 物
構 築 物
車 両 運 搬 具
器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無形固定資産 
商 標 権
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 等 
投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 売 掛 金
長 期 前 払 費 用
保 証 金
敷 金
投 資 不 動 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

43,909
7,462
2,212
7,276

23,748
82
811

1,617
41
578
191

△ 112 
96,825
63,789
22,690
1,517

9
3,794

35,543
234

1,389
13
232

1,118
24

31,646
4,490
8,731
1,099
381
272
776

7,798
5,857

33
2,150
800

△ 746 資 本 合 計 56,381 

資 産 合 計 140,735 負債及び資本合計 140,735 
 
 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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 2 損益の状況（㈱デオデオ単体） 

損 益 計 算 書 
(平成14年３月29日から平成14年９月30日まで) 

(単位：百万円) 

科            目 金       額 

営 業 収 益  117,525 

 売 上 高 117,525  

営 業 費 用   115,533 

 売 上 原 価 91,398  

 販売費及び一般管理費 24,134  

営
業
損
益
の
部 営 業 利 益   1,992 

営 業 外 収 益   1,709 

 受 取 利 息 12  

 受 取 配 当 金 91  

 仕 入 割 引 1,276  

 そ の 他 329  

営 業 外 費 用   643 

 支 払 利 息 287  

 コマーシャルペーパー利息 8  

 貸倒引当金繰入額 72  

営

業

外

損

益

の

部 

 そ の 他 274  

経 
 

常 
 

損 
 

益 
 

の 
 

部 

 経 常 利 益   3,058 

特 別 利 益   16 

 固 定 資 産 売 却 益 5  

 貸倒引当金戻入額 11  

特 別 損 失   2,170 

 固 定 資 産 除 却 損 396  

 固 定 資 産 売 却 損 18  

 投資有価証券評価損 358  

 特 別 退 職 金 305  

 退職給付引当金移行時差異償却 658  

特 

別 

損 

益 
の 

部 

 そ の 他 432  

  税 引 前 期 間 利 益  904 

  法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  424 

  法 人 税 等 調 整 額  △ 265 

  期 間 利 益  745 

  前 期 繰 越 利 益  255 

  期 間 未 処 分 利 益  1,001 
      
 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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 3 財政状態（㈱エイデン単体） 

貸 借 対 照 表 
(平成14年９月30日現在) 

(単位：百万円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科     目 金   額 科     目 金   額 
 

流 動 負 債 
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
１年内返済長期借入金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 事 業 所 税
未 払 費 用
前 受 金
賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債 
長 期 借 入 金
関係会社長期借入金
社 債
預 り 保 証 金
土地再評価差額に係る繰延税金負債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金

 
17,120 
3,271 
7,734 
2,000 

300 
364 
267 
23 

1,494 
513 
745 
406 

12,093 
3,602 

450 
6,000 
1,476 

141 
296 
127 

負 債 合 計 29,214 

資 本 の 部 
 
資 本 金 
資本剰余金 

資 本 準 備 金
利益剰余金 

利 益 準 備 金
圧 縮 積 立 金
特 別 償 却 準 備 金
別 途 積 立 金
期 間 未 処 分 利 益
(期 間 利 益)

土地再評価差額金 
その他有価証券評価差額金 

 
12,694 
13,330 
13,330 
17,691 

673 
31 
10 

16,400 
574 

(  484) 
△ 4,969 

18 

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品
貯 蔵 品
未 収 入 金
短 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 
有形固定資産 
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
器 具 及 び 備 品
土 地

無形固定資産 
借 地 権
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投 資 等 
投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
関係会社長期貸付金
破産・更生債権等
長 期 前 払 費 用
保 証 金
保 険 積 立 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

28,076
4,307

6
3,597
299

16,253
30

2,515
200
331
541

△ 8
39,904
21,628
11,986
1,050
159
836

7,594
1,854
591
70
397
795

16,421
4,290
2,818
340

1,100
22
434

6,524
253
537
143

△ 42 資 本 合 計 38,765 

資 産 合 計 67,980 負債及び資本合計 67,980 
 
 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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 4 損益の状況（㈱エイデン単体） 

損 益 計 算 書 
(平成14年３月29日から平成14年９月30日まで) 

(単位：百万円) 

科            目 金       額 

営 業 収 益  79,838 

 売 上 高 79,838  

営 業 費 用   79,956 

 売 上 原 価 66,283  

 販売費及び一般管理費 13,672  

営
業
損
益
の
部 営 業 損 失   118 

営 業 外 収 益   1,085 

 受 取 利 息 9  

 受 取 配 当 金 148  

 仕 入 割 引 848  

 資 金 運 用 益 14  

 そ の 他 64  

営 業 外 費 用   99 

 支 払 利 息 28  

 社 債 利 息 42  

 社 債 発 行 費 7  

営

業

外

損

益

の

部 

 そ の 他 20  

経 
 

常 
 

損 
 

益 
 

の 
 

部 

 経 常 利 益   868 

特 別 利 益   7 

 土 地 売 却 益 7  

特 別 損 失   220 

 固 定 資 産 除 却 損 69  

 賃 借 契 約 解 約 損 4  

 投資有価証券評価損 144  

特

別

損

益

の

部  そ の 他 特 別 損 失 1  

  税 引 前 期 間 利 益  656 

  法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  271 

  法 人 税 等 調 整 額  △ 100 

  期 間 利 益  484 

  前 期 繰 越 利 益  179 

  土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額  88 

  期 間 未 処 分 利 益  574 
      
 (注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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第１回定時株主総会会場ご案内図 

 

会   場 東京都大田区平和島六丁目１番１号 
 
 東京流通センター  アネックスアールンホール  
 
最寄りの駅 J R東京駅より 
 山手線・京浜東北線「浜松町駅」乗り換え 
 東京モノレール「流通センター駅」下車 
 (所要時間およそ30分) 
 羽田空港より 
 東京モノレール「流通センター駅」下車 
 (所要時間11分) 
〔会場付近略図〕 
 

 

 

 


